
WG3 災害時の避難行動と情報通信技術に関す

る調査研究 
研究テーマ 研究者名 ページ 

津波避難時における自動車利用意向とその抑制策の検討 

岡山大学大学院 氏原岳人 

岡山大学大学院 阿部宏史 

岡山大学大学院 佐々木麻衣 

１ 

防災行政無線放送の方向指示情報が避難行動に及ぼす影

響 

岡山県立大学 

（現職；茨城大学） 熊澤貴之 
13 

情報通信における防災・減災に関する調査研究 

岡山県立大学  山北次郎 

岡山県立大学  稲井寛 

岡山大学大学院 横平徳美 

NPO 地域 ICT 普及協議会 新免國夫 

21 

 

 

 

 

 



 

WG3 災害時の避難行動と情報通信技術に関する調査研究 

津波避難時における自動車利用意向とその抑制策の検討 
 

岡山大学大学院環境生命科学研究科   氏原 岳人 
岡山大学大学院環境生命科学研究科   阿部 宏史 
岡山大学大学院環境生命科学研究科   佐々木 麻衣 

 
 
１．はじめに 

東日本大震災以降、地域住民による津波防災に

関する知識の伝承の重要性がとりあげられた。し

かし、岡山県はこれまで大きな津波に襲われた経

験がなく、津波防災に関する知識の蓄積が全くな

い。また、南海トラフ巨大地震を想定した場合、

津波到着まで 3 時間ほどかかると言われている

が、この津波襲来までの長い時間が地域住民に誤

解や過信を生んでいる。さらに、岡山市の沿岸部

は広大な干拓地から構成されており、津波避難に

時間を要することも課題となる。 
内閣府中央防災会議では、東日本大震災で助か

った人の過半数が自動車を利用していたことなど

をふまえ、2011 年 9 月に津波避難方法を「原則自

動車禁止」から「原則徒歩」と変更し、原則徒歩

だが、やむを得ない場合には例外的に自動車避難

を認めるとした 1）。これを機に、各自治体では津

波避難計画の見直しや新たな策定が積極的に行わ

れている。しかし、津波避難計画等での自動車避

難に関する記述は、本研究の研究対象地域である

岡山市をはじめ、多くの地方自治体で抽象的な表

現に留まっている。一方、自動車避難について、

具体的な対応を講じている自治体は青森県三沢市

2）が挙げられるが数少ない。また、研究レベルに

おいても、津波避難行動に関する調査・研究 3）4）

5）の中で、自動車避難に対する課題などが得られ

ているもの、その研究蓄積は不十分と言える。 
本研究では、まず、1)津波避難は、「徒歩避難で

浸水想定区域外へ」とされていることから、岡山

市沿岸部の居住者を対象とした徒歩避難シミュレ

ーションを実施することで、徒歩避難の検討課題

を浮き彫りにする。さらに、その分析結果を受け

て、2)今後の巨大地震を想定した津波避難行動の

アンケート調査を岡山市沿岸部の住民を対象に実

施し、避難行動の中でも特に自動車避難に着目し、

自動車利用意向とその抑制策について検討する。 
 
 

 

２．分析対象地域及び分析の構成 
２.1 分析対象地域 

本研究では、分析対象地域を図-1 に示す岡山県

岡山市とする。岡山市は、瀬戸内海に面しており、

気候や地形から自然災害の少ない地域である。ま

た、過去に津波被災経験がない一方で、南海トラ

フ巨大地震が発生した場合には、沿岸部に津波が

来襲すると予想されている。また、岡山市沿岸部

は平坦な土地が広がっており、高台や高い建物が

ない地域が存在しない地域も多く、広域に渡る避

難が想定され、避難時の過剰な自動車利用が懸念

される。また、図-1 に岡山市津波防災マニュアル

に掲載されている津波避難所を示しているが 6）、

浸水予想区域内は避難所が少ないことが分かる。 
岡山市の津波防災マニュアルには、自動車避難

に関して「『車で避難』は検討課題」と記述されて

おり、自動車での避難に関する具体的な政策は未

だ講じられていない 6）。また岡山市沿岸部では、

津波高が最大約 2.6m、津波到達時間が約 3 時間

と予想されているが 7）、比較的津波到達時間が遅

く、過剰な自動車避難を事前に抑制することがで

きれば、計画的避難が十分可能な地域といえる。  

徒歩避難シミュレーション及び 
アンケート調査対象地域 

図－1 分析対象地域（岡山市沿岸部） 
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２.２ 分析の構成 
第 3 章では、岡山市沿岸部を対象とした徒歩避

難シミュレーションを実施する。この分析から、

国や地方自治体によって、「原則徒歩」で浸水想定

区域外へ避難する場合の現実性について検証する。

つまり、実際に浸水想定区域外へ徒歩避難する場

合には、どの程度の時間がかかるのか、そのよう

な地域はどこかを具体的に抽出する。その分析結

果を受けて、実施された津波避難に対するアンケ

ート調査の概要を第 4章では説明する。5章では、

津波からの自動車避難を想定した居住者の利用特

性を明らかにするとともに、6 章では、自動車利

用意向の動機を明らかにする。第 7 章では、過剰

な自動車利用に対する効果的な抑制策について検

討し、第 8 章では、これら分析結果に基づいて、

岡山市沿岸部における津波避難時の課題を述べる。 
 
３．岡山市沿岸部を対象とした徒歩避難シミュレ

ーション 
３.１ シミュレーションの概要 

本章では、災害時の避難手段の原則である「徒

歩」の避難に着目し、南海トラフ巨大地震を想定

した徒歩避難ネットワーク解析を行うことで、岡

山市沿岸部の徒歩避難における課題を明らかにす

る。対象地域は、岡山県が公表した「南海トラフ

の巨大地震による津波高・浸水域」に基づいて作

成した津波ハザードマップの浸水区域とする 7）。

岡山市沿岸部は、地震による液状化の影響が懸念

されており、かつ平野部が広大であることから避

難距離が長くなる可能性が高い。対象建物は、対

象地域内の学校、商業施設、病院等の施設と一般

住宅を合わせた全建物としており、85,671 棟の建

物を対象に分析を行った。 
具体的には、①南海トラフ巨大地震時の浸水想

定区域、②岡山市沿岸部の浸水想定区域内の全建

物データ（ゼンリン住宅地図）③道路ネットワー

クデータ（拡張版全国デジタル道路地図データベ

ース）を用いて、地理情報システム（GIS）上に

データベースを構築した。また、内閣府 8）や和歌

山県 9）のガイドライン等を参考にして、高齢者以

外の徒歩避難速度を 3.6km/h（1.0m/s）、高齢者

を 1.8km/h（0.5m/s）とした。さらに、地震によ

る建物の倒壊や液状化、疲労などの影響に配慮す

るため、高齢者以外と高齢者それぞれの場合につ

いて、徒歩速度が 20%低下するシナリオも設定し

た。これら設定条件に基づいて、「浸水想定区域外

まで逃げるのにどれくらいかかるか、またどの程

度の移動距離が必要になるのか」を、8 万棟超え

る建物を対象とした徒歩避難シミュレーションに

より明らかにする。 
３.２ 分析結果 

図-2 に対象建物ベースの避難移動距離を示す。

その結果、浸水想定区域外に逃げる場合、3 ㎞以

上の避難が必要になる住民が 9%（7,710 棟）存在

するが分かった。これは、岡山市南部は平野部が

広く、高台が少ないことが起因している。また、

仮に津波来襲までを 3時間と仮定し、「3時間で逃

げ切れない可能性の高い建物数」を「浸水区域内

建物数」で除した数値を「危険建物率」として、

避難開始のタイミングと危険建物率の関係性を図

-3 に示した。それによると、高齢者とそれ以外の

住民とでは、避難開始のタイミングによって危険

率が大きく異なること、さらに避難開始が揺れて

1 時間後の場合、高齢者の徒歩速度が 20%低下す

図－2 各建物からの避難移動距離 
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ると、危険建物率が 2 倍近く上昇することが明ら

かになった。つまり、液状化や建物倒壊の程度に

よって被害がより甚大になる可能性が示された。

図-4 には、高齢者以外を対象とした地域別の避難

所要時間（徒歩速度時速 3.6 ㎞）を示す。南区及

び東区の沿岸部で浸水想定区域までの避難に 1 時

間以上を要する地域が存在する。図-5 には、高齢

者を対象とした地域別の避難所要時間（徒歩速度

時速 1.8 ㎞）を示す。津波来襲が 3 時間後の場合

には、揺れてすぐ逃げたとしても、逃げ切れない

可能性のある建物が岡山市藤田周辺に存在するこ

とがわかる。また、それぞれの速度が 20%低下し

た場合の結果を図-6、7 に示す。高齢者以外の場

合でも、南区の比較的人口が集中した地域におい

て避難に 1 時間以上要する地域が広範に存在して

いる。また、高齢者の場合では、3 時間以上要す

る地域が南区の幅広い地域に渡っている。岡山市

南区は岡山県内でも液状化のしやすい地域とされ、

実際に巨大地震が発生した場合には、円滑な避難

が容易でないことが想定される。 
 以上より、岡山市沿岸部では「原則徒歩」で「浸

水想定区域外」に避難する場合には、長距離を移

動する必要性のある居住者が多く存在しており、

液状化や建物倒壊の程度によってはその規模が倍

増する可能性も明らかとなった。 
 
４．岡山市沿岸部を対象とした津波避難アンケー

ト調査の概要 
第 3 章の結果を受けて実施した、津波避難アン

ケート調査の概要を表-1 に示す。2013 年 12 月

12 日と 14 日の 2 日間で岡山市の浸水想定区域 6）

(図-1)を対象に、建物密度や居住形態（一戸建て・

集合住宅）、居住階数に配慮して、5,000 部を配布

し、1,694 部を郵送回収した。アンケート抽出率

は、アンケート調査対象地域の人口ベースで約

1％、世帯ベースで約 2％となっている。なお、ア

ンケートでは、表-1 に示す通り、南海トラフ巨大

地震を想定した津波避難行動について尋ねており、

各家庭で災害時の避難経路や避難場所を決定する

のは世帯主となる場合が多いと考えられるため、

回答者を世帯主とした。 
アンケート調査項目は合計 15 問で構成されて

おり、個人・世帯属性や日常の交通行動、津波避

難時の自動車利用、巨大地震を想定した津波避難

行動について尋ねている。また、津波避難行動に

関しては、内閣府の想定 10)を参考にして以下の仮

定を提示し、その状況下での避難行動を尋ねてい

る。 
＜仮定＞南海トラフ沿いで巨大地震が発生し、

岡山県沿岸部では震度 6 強の揺れが観測されまし

た。地震発生から数分後に、あなたの居住する地

域にも津波警報が発令され、高さ 3m の津波が約

3 時間後に到達すると発表されました。また、市

町村からの避難指示も出ています。なお、このと

き、あなたは自宅にいて、同居している家族全員

と一緒にいる状況です。 
 
 
 
 
 

図－3 避難開始のタイミングと危険建物率 
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図－4 高齢者以外を対象とした避難所要時間 

（徒歩速度時速 3.6 ㎞） 

図－5 高齢者を対象とした避難所要時間 

（徒歩速度時速 1.8 ㎞） 
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図－6 高齢者以外を対象とした避難所要時間 

（徒歩速度時速 3.6 ㎞から 20%減のケース） 

図－7 高齢者を対象とした避難所要時間 

（徒歩速度時速 1.8 ㎞から 20%減のケース） 
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図－8 避難時の自動車利用の可能性 

表－1 アンケート調査の概要 

図－9 避難時の自動車利用の可能性と日常の自動車利用頻度 

５．津波避難時の自動車利用意向の実態 
本研究で実施したアンケート調査では、巨大地

震を想定した津波避難時の自動車利用意向につい

て尋ねている。本章では、アンケート調査の基礎

集計結果から、津波避難時の自動車利用意向の実

態及び、自動車での避難を想定する住民の特徴を

把握する。 
まず、津波避難時の自動車利用の可能性を図-8

に示す。「車で避難する」、「車で避難する可能性が

高い」を合わせると 50%となり、約半数の住民が

自動車での避難を想定していることが明らかとな

った。次に、避難時の自動車利用の可能性と日常

の自動車利用頻度の関係を図-9 に示す。日常の自

動車利用頻度に関して、「ほぼ毎日利用する」と回

答した人の 32%が「車で避難する」としており、

日常の自動車利用頻度が高いほど、避難時に自動

車を利用する可能性が高い傾向にあることが統計

的に明らかとなった。 
また、クロス集計及び統計的検定(独立性の検定、

残差分析)により、自動車避難を想定する住民の特

徴として、以下の傾向が明らかとなった。なお、

紙数の都合により分析結果の図示は省略する。 
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  「車で避難する」と回答した人が、世帯人

数が 1 人では 18%であるのに対し、5 人にな

ると 35%に増加し、世帯人数が多いほど、避

難時に自動車を利用する可能性が高くなる

傾向にある。 
  「世帯に要援護者がいる」と回答した人の

30%が「車で避難する」と回答しておる、世

帯に要援護者がいると自動車避難を想定す

る傾向にある。 
  世帯における幼児(6 歳未満)の人数が 0 あ

るいは 1 人では、「車で避難する」とした人

が少ない(0 人:24％、1 人:26％)一方で、2 人

以上になるとその割合が多くなる(2 人:52％、

3 人 :50％)。世帯における幼児の人数が、複

数かどうかにより、自動車利用意向が異なる。 
 
６．自動車利用意向動機特性 
６.１ 自動車利用意向動機タイプの類型化 

本分析では、巨大地震が発生した場合の津波避

難を想定した際の自動車利用の可能性について、

「車で避難する」、「車で避難する可能性が高い」、

「車で避難する可能性が低い」と回答し、かつ、

表-2 に示す自動車利用意向動機項目 18 個全てに

回答した 772 サンプルを対象とする。自動車利用

意向動機の各項目について、「当てはまる」を 3
点、「少し当てはまる」を 2 点、「あまり当てはま

らない」を 1 点、「当てはまらない」を 0 点のよ

うに得点化した結果をもとに、クラスター分析の

ward 法を用いて類型化を行った(1)。また、クラス

ター分析の距離計算には平方ユークリッド法を用

いている。  
各クラスターの 1～18の動機項目の得点の平均

値を算出した結果を表-2 に示す。平均値の最大値

が 3.00、最小値は 0.00 であり、数値が大きいほ

どその動機項目に当てはまることを表している。

この結果を基に、①～⑨の各クラスターの特徴を

相対的に評価し、以下のようにネーミングする。 
クラスター①：家族志向・徒歩避難可能タイプ 

同居している人やペットと一緒に逃げたい、自

動車の便利さを活用したいという意識が高い。ま

た、動機項目 1、4、6、7 の平均値の低さから、

距離や体力等の問題で自動車を利用するわけでは

ないと考えられる。 
クラスター②：要援護者タイプ 

同居している人と逃げたいという意識が高く、

同居している人に自力での避難が困難な人がいる

という特徴が見られる。 
クラスター③：家族志向・必要利用・車依存タイプ 

距離や体力等の問題で自動車を利用しなければ

ならないという動機が強く効いており、同居して

いる人皆で逃げたいという意識も高い。また、日

常からよく自動車を使う傾向にある。 
クラスター④：家族志向・要援護者・車依存タイプ 

 クラスター③との主な違いは、徒歩で移動で

きる距離に避難所がないわけではないということ

である。加えて、同居している人に自力での避難

が困難な人がいるという動機が各クラスター間で

最も強く効いている。  

表－2 自動車利用意向動機タイプの類型化 

 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨
69 55 46 137 138 86 120 67 54

1.徒歩で安全な場所まで避難できる体力がないから 0.96 0.95 1.98 1.75 0.70 1.37 1.44 0.60 0.44

2.同居していないが一緒に避難したい人がいるから 0.90 0.56 1.13 1.32 1.30 0.52 1.32 0.46 0.39

3.ペットも一緒に避難したいから 2.45 0.33 2.57 0.36 0.07 0.12 0.69 1.16 0.43

4.同居している人に自力での避難が困難な人がいるから 0.23 2.51 2.37 2.52 0.17 0.48 0.10 0.15 0.50

5.同居している人全員で避難したいから 2.58 2.24 2.63 2.82 2.09 1.81 2.39 0.75 0.72

6.徒歩で移動できる距離に避難所がないから 1.10 0.78 2.28 1.62 0.71 2.08 1.75 0.78 0.57

7.傾斜のある道が多いから 0.49 0.42 0.48 0.59 0.40 0.16 0.65 0.30 0.15

8.車も財産で守りたいから 1.59 0.56 1.07 1.65 1.16 0.40 2.31 0.99 0.22

9.荷物を運べるから 2.72 1.89 2.00 2.50 2.33 1.09 2.81 2.04 0.35

10.避難しながらラジオ等で情報を得られるから 2.72 1.62 2.09 2.46 2.22 1.57 2.83 1.84 0.30

11.携帯電話等の充電ができるから 2.00 0.82 1.61 2.03 1.22 0.44 2.33 1.51 0.07

12.寒さや暑さをしのげるから 2.64 1.78 2.30 2.62 2.04 1.59 2.93 2.27 0.44

13.避難後にプライバシーを守るため車中泊したいから 2.00 1.18 1.91 2.16 1.31 1.23 2.63 1.99 0.09

14.避難後の移動手段として便利だから 2.67 1.65 2.57 2.59 2.46 1.95 2.88 2.09 0.44

15.車での避難が一番早く安全で手っ取り早いから 2.30 1.20 2.41 2.37 2.02 1.84 2.62 0.76 0.41

16.歩くのが面倒だから 0.88 0.31 0.96 1.47 0.85 0.87 1.45 0.28 0.07

17.日常の移動には車を使っているから 2.00 1.04 2.46 2.45 1.91 1.98 2.69 0.69 0.09

18.なんとなく 0.46 0.33 0.37 1.09 0.84 0.55 1.28 0.30 0.00

1.41 0.96 1.52 1.43 1.07 1.12 1.53 0.69 0.56
家族志向・

徒歩避難可能
タイプ

要援護者タイプ

家族志向・

必要利用・
車依存タイプ

家族志向・

要援護者・
車依存タイプ

快適避難志向・

徒歩避難可能
タイプ

避難所到達
困難タイプ

強車依存タイプ

単独避難・

徒歩避難可能
タイプ

無反応タイプ

動機項目の得点の平均値：最大3.00　最小0.00（当てはまる…3点、少し当てはまる…2点、あまり当てはまらない…1点、当てはまらない…0点） 2.0以上

自動車利用意向：最大2.00　最小0.00（車で避難する…2点、車で避難する可能性が高い…1点、車で避難する可能性が低い…0点）　　※車で避難しない：対象外 1.5以上2.0未満

クラスター

n

自
動
車
利
用
意
向
動
機
項
目

個
人
に

関
す
る

理
由

世
帯
に

関
す
る

理
由

立
地
に

関
す
る

理
由

車
に
関
す
る

理
由

そ
の
他
の

理
由

自動車利用意向

タイプ
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クラスター⑤：快適避難志向・徒歩避難可能タイプ 
距離や体力等の問題で、自動車を利用するわけ

ではなく、自動車依存傾向もあまり大きくはない。

しかし、自動車の便利さを活用したいという意識

は高い。  
クラスター⑥：避難所到達困難タイプ 

全体を通して、数値の高い項目が少ないが、徒

歩で移動できる距離に避難所がないという項目が

相対的に高くなっている。 
クラスター⑦：強車依存タイプ 

自動車の便利さを活用したい、自動車を守りた

いという意識が高く、日常の移動に自動車を使う

傾向が、他のタイプと比較しても顕著に高い。  
クラスター⑧：単独避難・徒歩避難可能タイプ 

他のタイプと比較して、大きな特徴があまり得

られない。しかし、平均値が特に低い項目に着目

してみると、誰かと一緒に避難したいわけではな

く、さらに、距離や体力等の問題で自動車を利用

するわけでもない。  
クラスター⑨：無反応タイプ 
どの項目に対しても平均値が低く、主な特徴が得

られない。また、なんとなく自動車を利用してい

るというわけでもない。 
６.２ 自動車利用意向動機タイプ特性 

前節で類型化した各タイプに対して、表-3 に示

す個人・世帯属性別の指標とクロス集計、独立性

の検定、残差分析を行うことで、各タイプの特性

を把握する。なお、残差分析は独立性の検定で有

意となった指標のみに行った。表-3 には独立性の

検定結果を示しており、検討指標のうち、年齢や

職業、世帯における高齢者の有無、幼児の有無、

世帯構成、居住年数の指標で有意な結果が得られ

た。それら指標を特性指標として採用し、さらな

る詳細な分析（残差分析）を実施した結果を表-4
に示す。 
 自動車利用意向動機タイプ別にその特性を見て

いくと、「①家族志向・徒歩避難可能タイプ」では、

世帯主に後期高齢者は少ないという傾向が見られ

たものの、あまり特徴はない。「②要援護者タイプ」

は、核家族で、世帯主が 30 代以下と若く、さら

に世帯に幼児がおり、居住年数が 5 年未満という

傾向が見られた。よって、このタイプでの要援護

者は、核家族の 6 歳未満の幼児を指す。「③家族

志向・必要利用・車依存タイプ」は、三世代同居

世帯である傾向にあった。また、世帯に高齢者が

いる傾向が見られた。世帯人数の多さや高齢者の

存在が、自動車を使って家族全員で避難したいと

指標 分類 カイ二乗値 Ｐ値 採用

性別 男、女 3.39 0.91 不可

年齢
30代以下、40代、
50代、60～64歳、

65～74歳、75歳以上

100.57 0.00 可

職業 職業従事者、無職 16.17 0.04 可

高齢者の有無 いる、いない 43.15 0.00 可

幼児の有無 いる、いない 122.75 0.00 可

世帯構成
3世代同居、核家族、
夫婦のみ、単身世帯

87.10 0.00 可

居住形態 一戸建て、集合住宅 5.42 0.71 不可

居住年数

5年以内、6-10年、

11-20年、21-30年、
31-40年、41-50年、

50年より長い

73.97 0.01 可

表－3 自動車利用意向動機特性分析の 

検討指標 

表－4 自動車利用意向動機タイプ特性 

年齢** 職業* 高齢者有無** 幼児の有無**

高

低 75歳以上
高 30代以下 いる
低 いない
高 50代 いる
低 いない
高 30代以下 職業従事者 いる いる 三世代同居 核家族
低 無職 いない いない
高

低 50代
高 75歳以上 無職 いる いない
低 30代以下 職業従事者 いない いる
高 いない いない
低 いる いる
高 いない いない
低 いる いる
高 いない
低 いる

**：1%有意 ＜残差分析＞ ：1%有意

  *：5%有意 ：5%有意

11-20年、31-40年

世帯構成**

①家族志向・
徒歩避難可能タイプ (n=69)

②要援護者タイプ
(n=55)

核家族
夫婦のみ

有意

有意

⑥避難所到達困難タイプ
(n=86)

⑦強車依存タイプ
(n=120)

⑧単独避難・
徒歩避難可能タイプ (n=67)

⑨無反応タイプ
(n=54)

三世代同居

夫婦のみ
核家族

三世代同居
単身世帯

三世代同居

⑤快適避難志向・
徒歩避難可能タイプ　(n=138)

③家族志向・必要利用・
車依存タイプ (n=46)

④家族志向・要援護者・
車依存タイプ (n=137) 夫婦のみ、単身世帯

有意

有意

有意

有意

有意

有意

有意

居住年数**

5年以内

5年以内

50年より長い

＜独立性の検定＞

41-50年
5年以内
31-40年
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いう動機に繋がっていると考えられる。「④家族志

向・要援護者・車依存タイプ」では、世帯主の年

齢が 30代と若く、職業従事者である傾向が強い。

世帯構成は三世代同居や核家族で、「③家族志向・

必要利用・車依存タイプ」と同様に、世帯人数が

比較的多いことが、家族全員でまとまって自動車

を利用して避難したいという動機に繋がっている

と推察される。また、家族内に高齢者や幼児がい

る。「⑤快適避難志向・徒歩避難可能タイプ」では、

統計的に明確な傾向があまりみられなかった。つ

まり、「本当は徒歩で避難できるが、快適に避難し

たいから自動車を利用する」と考える人（本来自

動車を利用すべきではない人）が、どのような層

においても偏りなく存在することがわかった。な

お、世帯主は 50 代が少なく、居住年数が 50 年よ

り長い人は少ないという傾向は見られた。「⑥避難

所到達困難タイプ」は、世帯主が後期高齢者で、

無職である傾向が強い。また、夫婦のみ世帯であ

り、居住年数が長い傾向にもある。その地域に古

くから居住する高齢夫婦世帯であると考えられ、

体力的には問題はなく(3)、徒歩移動はできるが近

くに避難所がなく自動車をやむをえず利用する層

である。「⑦強車依存タイプ」では、世帯に高齢者

も幼児もおらず、三世代同居の世帯は少ないとい

う傾向にあることから、比較的世帯人数が少ない

可能性が高い。また、居住年数は 30～40 年が多

く、長い傾向にある。「⑧単独避難・徒歩避難可能

タイプ」は、単身世帯であるという傾向が、統計

的にも明確に示された。「⑨無反応タイプ」は、統

計的に明確な傾向があまりみられなかったためサ

ンプルにばらつきがあると考えられるが、世帯に

幼児はいないという傾向は見られた。 
 

７．各種政策の抑制可能性 

本章では、前章で設定した自動車利用意向動機

タイプを用いて、津波避難時の自動車利用抑制政

策への反応に関する集計分析を行う。このことか

ら、自動車利用意向動機タイプの違いが政策効果

に及ぼす影響を評価する。なお、本研究は、津波

避難時の過剰な自動車利用の抑制を念頭に置く一

方で、身体的あるいは地理的な要因によっては、

必要に応じて自動車利用も検討すべきという考え

に基づいている。具体的な自動車利用の方策につ

いては、地域レベルや個人レベルでの細かな検討

が求められると考えており、本研究は、そのため

の第 1 段階としての位置づけにある。 
まず、表-5 に示す 7 個の自動車利用抑制政策の

各項目に対して、「徒歩避難する」を 3 点、「徒歩

避難する可能性が高い」を 2 点、「徒歩避難する

可能性が低い」を 1 点、「徒歩避難しない」を 0
点のように得点化し、各自動車利用意向動機タイ

プの得点の平均値を政策受容度として算出した。

全自動車利用意向動機タイプの政策受容度の平均

値を、政策ごとに表-6 に示す。また、クラスター

間及びクラスター内での相対的な効果を把握する

ため、それぞれの受容度が同政策の全タイプ平均

からどれだけ離れているか(タイプ間相対効果)と、

同タイプの全政策平均からどれだけ離れているか

(タイプ内相対効果)も合わせて算出している。以

上の分析の主要な結果を政策毎に、図-10～図-12
に示す。そのほかの政策受容度の図については、

紙数の制約上、省略する。左軸が政策受容度を示

し、数値が 3.00 に近いほど、政策によって自動車

避難から徒歩避難へ転換する可能性が高いことを

表し、棒グラフで表現している。右軸は相対効果

を表わしており、0％が平均である、相対効果が

正の方向に大きいほど、相対的に徒歩避難に転換

する割合が高いことを意味しており、タイプ間相

対効果を実線、タイプ内相対効果を点線の折れ線

グラフで表わしている。主要な分析結果について、

以下に述べる。なお、各種政策はそれぞれ独立し

たものとして徒歩避難の可能性を尋ねているため、

本分析における政策効果は、複合的な効果を表し

たものではない点に留意する必要がある。 
  タイプ間で比較した場合、どの政策でも相

対的に高い効果が得られたタイプは、自動車

利用意向動機タイプ⑤⑧⑨であった。このこ

とから、もともと徒歩避難可能であったりや

規模の小さい世帯では、徒歩避難への高い転

換可能性を有している。 
  その一方で、自動車利用意向動機タイプ①

③④に関しては、どの政策においても政策受

容度が低い。つまり、自動車を利用して家族

全員で避難したいという動機が強い場合に

は、徒歩避難に転換しにくい傾向にある。 
  図-10 は津波避難タワー設置の政策効果を

示しており、自動車利用意向動機タイプ②⑥

では、タイプ間、タイプ内のいずれにおいて

も相対的に高い効果が得られた。これらタイ

プは、“自動車をやむをえず”利用する世帯

であり、避難タワーの設置というハード面の

整備によって徒歩避難への転換可能性が示

された。一方、先に述べたように、“自動車

をやむをえず”利用している世帯の中でも、

世帯人数が比較的多く、家族でまとまって避

難したい世帯（タイプ③④）では、タイプ間
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で見た場合の政策効果は低いことが示され

た。ただし、タイプ内での政策間の相対効果

を見ると、タイプ③では高い効果が見込まれ

ることも示された。 
  図-11 は、要援護者支援体制の強化の効果

を表している。要援護者や体力的な問題を抱

えた者を含む自動車利用意向動機タイプ②

③④に着目すると、タイプ内相対効果では、

いずれのタイプにおいても高い効果が示さ

れた。一方で、タイプ間相対効果を見ると、

要援護者が幼児を指す（場合が多い）タイプ

②では相対的な効果が高いが、高齢者を指す

タイプ③④では相対的な効果は低い。つまり、

要援護者支援体制の強化による効果は、要援

護者のタイプによって異なり、高齢者の場合

には、要援護者支援体制を確立させたとして

も、全体として見た場合、徒歩避難への高い

転換効果が期待できるとは限らない。 
  図-12 に示す政策Ⅵは、徒歩での避難訓練

の実施によって徒歩避難を促す政策である

が、表-6 より、受容度の平均値が 7 つの政策

の中で最も高い。また、タイプ内での相対的

な政策効果を見ても、ほぼ全てのタイプで高

い効果が示され、安定した効果が見込まれる。 
 
８．おわりに（結論） 

本研究の分析結果に基づいて、岡山市沿岸部に

おける津波避難の課題を整理する。 
 国の指針によって「原則徒歩」とされている

一方で、岡山市沿岸部においては平野部が広

く、浸水想定区域外に避難する場合には

3.0km 以上の避難が必要となる建物が約 9%
にのぼっている。また、高齢者の場合には、

3 時間以上の避難が必要になるケースもある。

このため、1）巨大地震発生時には、速やか

な避難が大前提になるとともに、2）浸水想

定区域内における津波避難ビルの選定を急

ぐ必要がある。さらには、3）徒歩での避難

が非現実的な地域も存在しており、これら地

域においては、自動車での避難の可能性も検

討すべきである。 
  その一方で、巨大地震発生時には約 5 割の

居住者が自動車での避難を想定しており、過

剰な自動車利用が交通渋滞を引き起こす可

能性も懸念される。また、自動車避難を選択

する居住者は、日頃から自動車を習慣的に利

用している層であり、自動車依存型の地域で

あるほど、自動車での避難の割合が高くなる

ことが示唆される。無秩序な自動車利用では

なく、どうしても自動車利用を検討せねばな

らない地域では、地域単位での明確なルール

づくりが必要となる。 
  過剰な自動車利用を抑制させるための政

策に対しては、単身世帯や小家族は徒歩への

転換可能性が高いが、ファミリー層や三世代

家族などは自動車を利用して家族全員でま

とまって避難したいという強い意向を持つ

傾向にあり、それらの効果は低い。 

表－5 政策項目 

政策項目 政策項目の質問内容

政策Ⅰ：津波避難タワーの設置 自宅の近所に津波避難タワーが設けられるとしたら、津波避難時にあなたは徒歩で避難しますか。

政策Ⅱ：徒歩避難の呼びかけ
津波避難時、近所の人や町内会役員の人、または防災行政無線等により徒歩で避難するよう呼びかけられた場合、あな

たは徒歩で避難しますか。

政策Ⅲ：「原則徒歩」の周知
東日本大震災を踏まえ、内閣府では２０１１年９月に津波避難方法を「原則徒歩」とし、やむを得ない場合を除いて徒
歩での避難を呼び掛けています。そのことを事前に知っているとしたら、あなたは津波避難時に徒歩で避難しますか。

政策Ⅳ：自動車の限定利用
行政が津波避難時に、車での避難が認められる人（高齢者、障害者、妊婦などの要援護者）やエリア（沿岸部など）を

指定し、それ以外の人は徒歩で避難するよう指示されるとしたら、あなたは津波避難時に徒歩で避難しますか。

政策Ⅴ：要援護者支援体制の強化
地区ごとに防災組織を立ち上げ、災害時に援護が必要な人の名簿の作成や安否確認できるネットワークづくり、搬送体
制づくり等を行い、自力での避難が困難な人も含め、近所の人達で助け合い避難できるとしたら、あなたは津波避難時
に徒歩で避難しますか。

政策Ⅵ：地域での徒歩避難訓練
地区ごとの防災活動で、安全な場所までの徒歩による避難訓練を定期的に行うことで、徒歩での避難経路を確認し、徒
歩での避難が地域で定着するとしたら、あなたは津波避難時に徒歩で避難しますか。

政策Ⅶ：危険性の周知

津波避難時の車の利用は、道路の破損や液状化、ガレキ、信号や踏切の機能停止などによりかえって危険にさらされる
恐れがあり、また緊急車両の妨げや徒歩避難者などの安全性も脅かします。岡山市では最大で震度６強の地震によりこ
れらが起こることが予想されます。実際に東日本大震災では、渋滞や立ち往生した多くの車が津波に襲われ、被害が拡
大しました。この事実を踏まえて、あなたは津波避難時に徒歩で避難しますか。

表－6 政策項目 

政策受容度 政策Ⅰ 政策Ⅱ 政策Ⅲ 政策Ⅳ 政策Ⅴ 政策Ⅵ 政策Ⅶ

平均値 2.28 2.27 2.09 2.17 2.25 2.33 2.21

10



 

  要援護者支援体制の強化による抑制効果

は、要援護者のタイプにより異なる。要援護

者が幼児の場合には徒歩への転換可能性は

高いが、単独では移動困難な高齢者の場合に

は、地域住民が一体となって要援護者支援体

制を整えたとしても、その可能性は高いとは

限らない。 
  以上のように、徒歩避難への転換可能性は、

“世帯人数”や“要援護者”の状況によって

異なるものの、東日本大震災以降、全国各地

で積極的に実施されている徒歩での避難訓

練は、どのタイプにおいても、偏りなくある

図－11 自動車利用意向動機タイプ別政策受容度（政策Ⅴ） 
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図－10 自動車利用意向動機タイプ別政策受容度（政策Ⅰ） 

図－12 自動車利用意向動機タイプ別政策受容度（政策Ⅵ） 
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一定の転換効果が見込まれることも明らか

となった。 
 
補注 

(1) クラスター分析による類型化の前段階とし

て、主成分分析を試みたが、固有値が 1 以上の主

成分の累積寄与率が 6 割も得られなかった。この

ため、データ情報量を保持するためクラスター分

析のみによる類型化を行った。 
(2)実際には年齢的な体力の衰えが多少あると考

えられるが、少なくとも本人は体力的な問題はあ

まりないと思っていると類推される。このような

傾向は、わが研究グループの他のヒアリング調査

でも見られた。 
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WG3 災害時の避難行動と情報通信技術に関する調査研究 

防災行政無線放送の方向指示情報が避難行動に及ぼす影響 
 

茨城大学   熊澤 貴之 
 
 

 
 
1.はじめに 

津波による人的被害は人々の避難行動によって

大きく左右されるが、東日本大震災の場合も避難

の遅れや不適切な移動により犠牲になった人が多

く見られた。震災から 1 カ月後に宮城県内の被災

者に対する調査では 4 割以上が大津波警報を聞い

ていなかったこと 1）、岩手、宮城、福島で地震か

ら 4 カ月後に実施した面接調査では避難情報を入

手しても約 4 割が直ちに避難せず、家族や知人の

安否確認のため避難が遅れたこと、車を利用した

避難が 6 割近く居たこと 2）が報告されている。

住民の避難率が低い原因は、津波の程度を認識で

きなかったこと、日常性から抜けられない正常性

のバイアスによる楽観視、自分の所在地は海面か

ら高い場所だから安全であるという思い込みなど

があると言われている 3）。そもそも避難情報を受

け入れるかどうかは、被災した際の人々の活動状

況に大きく異なるが、避難情報を入手しても、人

間は直ちに反応して避難を開始するとは限らない。

安否確認のために避難が遅れた事例では、現場に

おいて家族や知人の安否確認と自らの避難行動が

トレードオフの関係にあり、次に取るべき行動を

意志決定するためにも空間状況に応じた避難情報

が重要である。津波発生時における初期避難行動

は避難情報を基に意思決定されるが、被災事後の

報告書によると実際には大部分の地域で避難率が

低いことから、避難者は適切な避難情報を入手で

きているとは言えない。 
しかしながら東日本大震災による津波発生時、

茨城県大洗町は防災行政無線放送（以下、放送と

記す。）で「大至急、高台に避難せよ」等という命

令調の文言と空間状況に応じて刻々と変化させた

内容を用い、住民を避難させた。その結果、4m
の津波に襲われながら、津波による死者を 1 名も

出さなかった事が報告されている 4）。これは放送

内容が避難行動を強く促した事実である。  
従来から津波避難研究では、個別の事例に基づ

く分析を行うことが重視され、被災した人々の行

動をその人の属性やおかれた場所との関連で論じ

ることが多く、それらが避難行動の研究報告の多

くを占めている（宮野 5））。また近年、シミュレ

ーション手法を用いた研究に、群集の避難行動を

俯瞰的に見て避難所要時間や滞留の偏りを分析す

るもの（渡辺 6））、視覚シミュレーション（ＶＲ

やウォークスルー）により、人のアイレベルから

の実際の空間を再現し、その構成を変化させた場

合の避難行動の傾向を求める研究（安福 7））、携

帯端末などを念頭においたマルチメディア技術を

利用した避難誘導システムの開発（掛井 8））があ

る。以上、既往の避難行動研究は被災現場の事後

調査、実験室実験やシミュレーションという方法

で実施されているが、本研究のように実際の沿岸

地域という状況下で放送内容が初期避難行動に及

ぼす影響を、個々人の行動分析で明らかにする研

究はない。その上、これまで主に音声で伝達され

てきた放送内容は今後、通信のデジタル化により、

多様化することが予測される。よって本研究の意

義も益々重要性を増す。 
本研究と類似する、避難行動に影響を及ぼす情

報伝達を研究したものに、佐古 9）の火災時の避

難誘導支援に関する研究がある。この研究は主に

ホテル利用者を念頭に緊急時に伝えるべき情報伝

達タイプと場面に応じて伝達されるべき情報の整

理を行っている。また大野 10）は地下鉄駅の空間

構成等を考慮した放送内容が避難行動に及ぼす影

響を論じ、被験者に異なる放送内容を聞かせ、地

下鉄駅においていかなる初期避難行動を行うのか

を空間構成及びサインシステムから相違点を明ら

かにしている。これらの研究は津波避難行動や誘

導情報を取り上げていないが、本研究を進める上

で多大なヒントを得た。  
しかし、初期避難行動を対象にしており、避難

所までの行動を取り扱っていない。そこで本研究

では、実験場所を避難所から半径 1km 以内の地

域とし、避難方向伝達を考慮した放送内容に焦点

を当て、個々人の避難行動における方向選択に着

目し、津波発生時の沿岸地域における放送内容が

避難行動に及ぼす影響を実験的に検討する。 
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放送内容は「避難方向指示を含まない情報」「避

難方向指示を含まない、障害物の有無の情報」「避

難方向指示を含む情報」「避難方向指示を含み、避

難経路の決定のしやすさの情報」で構成された。 
 

2.実験方法 

商店街通りを持つ岡山駅西側にある木造建造物

密集地区の歩行実験を行う。付与された情報は異

なるが、評価と注視先の抽出方法、歩行開始地点

の商店街入口と目標地点の石井小学校は統一した。 
津波避難行動と避難を促す放送との関係を求め

るためには、沿岸地域における初期避難時の人間

側の行動特性として、高台や高さのある建物や場

所に向かう傾向、広い空間に向かう傾向、見通し

のよい場所に向かう傾向、海から離れようとする

傾向、避難場所を目指し、最も近い経路を避難し

ようとする傾向、避難場所への案内情報を確認し

ようとする傾向を考慮する必要がある。本研究で

は、人間側の行動特性として、特に、広い空間に

向かう傾向と見通しのよい場所に向かう傾向に焦

点を当てることとした。また、物理環境が避難行

動に与える影響も大きく、物理的な空間構成、避

難経路、案内サイン、眺望、避難場所との位置関

係などがあげられる。しかし、これらのすべての

要因の影響を一度に調べることは難しいため、本

研究では、避難場所に至る経路の選択肢が多岐に

渡るが、各街路の特徴が類似した雰囲気を持つ地

区を対象とすることで、諸条件を統一した。これ

らの内容が比較的類似した地区において、そこで、

本研究では、避難場所に至る経路の選択肢が多岐

に渡るが、他の要因の影響は高くない状況とし、

岡山市北区奉還町地区と実験場所として選定した 
被験者に津波避難を想定させるためには、ヘッ

ドフォンで、被災状況を促す音を聞かせ、臨場感

を高めた。 
実験内容と放送内容を表 1 に示す。実験は 1～

5 で構成された。実験 1 では、実験者が被験者の

日常生活における経路探索行動を把握する。避難

行動という不安要素を含まず、被験者が実験 2 以

降を行うにあたるまちの周囲環境や道路状況、建

物の位置関係等を把握する役割を持つ。避難誘導

を行わない状況において、目的地まで被験者が行

動する様子を記録した。 
実験 2 では、実験者は被験者に「避難方向指示

を含まない情報」を与え、避難行動をさせた。つ

まり、放送内容は「避難方向指示を含まない情報」

とし、この放送内容を聞いたのちに避難行動をす

るさまを抽出した。 

実験 3 では、実験者は被験者に「避難方向指示

を含まないが、障害物の有無の情報」を与え、避

難行動させた。 
実験 4 では、実験者は被験者に「避難方向指示

を含む情報」を与え、避難行動させた。 
実験 5 では「避難方向指示を含み、避難経路の

決定のしやすさの情報」とし、それぞれの放送内

容を聞いたのち、避難行動を抽出する実験を行っ

た。つまり、実験者は被験者に「印刷物による経

路表示に加え、避難方向指示を含む情報」を与え、

避難行動させた。 
実験 1～5 において、実験場所と実験方法は同

様である。但し、被験者に視聴させる放送内容は

異なる。実験の準備として、実験要因と実験変数

の組合せに基づく具体的な視聴覚コンテンツを作

成した。 
全ての実験では、避難開始場所と避難する場所

を共通とし、避難経路や避難にかかる時間は被験

者が選択できる状況を設けた。そのまず、被験者

はウェアラブルセンサを身につける。次に実験者

に誘導されて実験地点に至り、被験者は携帯型視

聴覚コンテンツ再生機とヘッドフォンで放送内容

を視聴し、その後、自分で状況を判断して避難行

動を行った。実験者は行動選択内容と行動選択行 
 

 
図-1 実験の様子 

行動理由を抽出し、また、被験者が身に付けた

14



 

センサで位置、加速度、高度等を計測し、得られ

たデータを分析した。 
実験者は被験者の眼球周辺にウェアラブルカメ

ラを装着し、注視先を動画像で撮影することで被

験者の注視箇所を抽出した（図 1）。実験は計 5 種
類実施し、実験 2 以降は被験者に地震が発生した

サイレンと避難誘導する放送をヘッドフォンで聞

かせ、避難行動を促した。具体的には通りを折れ

曲がった地点及び感覚が変わった地点において、

実験者は被験者に「歩きやすい―歩きにくい」「安

全―危険」「見通しが良い―見通しが悪い」が刻ま

れた 5 段階の評価尺度から該当する箇所を言わ

せた。避難場所に到着後、実験 1 では「目的地の

見つけやすさ」、実験 2～5 では「避難のしやすさ」

が刻まれた 5 段階の評価尺度から該当する箇所

を言わせた。 
被験者は日常的に実験場所を利用することの少

ない 20 代から 60 代の 7 名である。一つの実験

に要した時間は 6～8 分程度である。一人の被験

者が実験 1～実験 5 までに要した時間は、合計で

合計 1 時間 30 分程度である。実験中には休憩を

挟みながら行った。実験を実施した時間帯は午前

11 時から 17 時の間で、街路照明が点灯する前の

時間帯である。実験の実施は、2014 年 3 月であ

る。 
各被験者が歩行した経路と各通りにおける印象

評価とカメラの動画から得られた視点の変化、被

験者の発言から分析する。 
 

 
図-2 実験 2 における経路と交差点番号 

 

 
図-3 実験 4における経路と交差点番号 

 
 

表-1 実験 1～5 の内容 
  実験内容 防災行政無線放

送内容 
 

実験 

1 

実験者が被験者の

日常生活における経

路探索行動を把握す

る。避難行動という

不安要素を含まず、

被験者が実験 2 以降

を行うにあたるまち

の周囲環境や道路状

況、建物の位置関係

等を把握する役割を

持つ。 

 放送はなし。 

 
実験

2 

実験者は被験者に

「避難方向指示を含

まない情報」を与え、

避難行動をさせる。 

只今、徳島県沖で

マグニチュード 7。
9 の地震が発生し

ました。今後岡山県

でも津波の発生が

予想されます。直ち

に近くの避難所石

井小学校まで避難

せよ。 
 

実験

3 

実験者は被験者に

「避難方向指示を含

まないが、障害物の

有無の情報」を与え、

避難行動させる。 

只今、徳島県沖で

マグニチュード 7。
9 の地震が発生し

ました。今後岡山県

でも津波の発生が

予想されます。直ち

に近くの避難所石

井小学校まで避難

せよ。なお、地震の

影響でショッピン

グセンターでは家

屋が崩壊し道を塞

いでいる。そこを避

けて避難せよ。 
 

実験

4 

実験者は被験者に

「避難方向指示を含

む情報」を与え、避

難行動させる。 

只今、徳島県沖で

マグニチュード 7。
9 の地震が発生し

ました。今後岡山県

でも津波の発生が

予想されます。直ち

に近くの避難所石

井小学校まで避難

せよ。なお、ここか

ら 3 番目の通りを

左折して避難せよ。 
 

実験

5 

実験者は被験者に

「印刷物による経路

表示に加え、避難方

向指示を含む情報」

を与え、避難行動さ

せる。 

只今、徳島県沖で

マグニチュード 7。
9 の地震が発生し

ました。今後岡山県

でも津波の発生が

予想されます。直ち

に近くの避難所石

井小学校まで避難

せよ。なお、広い交

差点まで出た後、避

難せよ。 
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3.実験結果及び考察 

実験 1～5 の被験者別の結果を図に示す。横軸

には避難開始場所から避難場所に至った時間、ア

ルファベットは交差点の位置、縦軸における棒グ

ラフは、視野移動の大きさ（首振り角度）、折れ線

グラフは、歩きやすさ評価、安全評価、見通しの

良さを表す 5 段階評定の値、右端の棒グラフは避

難行動の総合評価を表している。 
実験 1 の結果を、図 4～10 に、実験 2 の結果

を図 11～17 に示す。この実験群は同じ目的に向

けて歩行するが、避難のための行動かどうかが異

なる。被験者別に比較すると、視野移動をする頻

度が異なることがわかる。これは避難行動の方が

周辺状況を把握しようとする傾向が高いことがわ

かる。安全性や見通しの良さの評価の変動が避難

行動の場合の方が大きいことから、避難行動は周

辺状況を把握しようとする傾向が高いことがわか

る。図 2 に実験 2 における経路と交差点番号を示

す。図 3 に実験 4 における経路と交差点番号を示

す。これらの図を比較すると、方向指示を含まな

いことで経路選択にバラツキが見られる。また、

印象評価尺度が低い通りを選択した場合を除き、

ほとんどの被験者は自動車が走行する広い交差点

に差し掛かったときに、大きな視野移動が見られ、

視点を変化させていることが確認できる。 
次に、実験 3 の結果を図 18～24 に示す。実験

2 の結果と実験 3 の結果を比較すると、障害物が

あるかどうかの情報を与えた場合、視野移動が少

ないことがわかる。これは障害物があるというこ

とを予測しているため、一定の視野を保ち、視野

移動を少なくしていることがわかる。 
実験 4 の結果を図 25～31 に示す。図 3 に、実

験 4 における経路と交差点番号を示す。この図を

見ると、歩行経路が限定されていることから、方

向指示を含むことである程度、歩行経路を限定す

ることにつながることがわかる。具体的には、被

験者 7 名中 3 名が指示通りの歩行を行った結果、

目的地までが同じ経路となった。また、通りの印

象の良し悪しに関わらず、指示された通りを目標

に歩行している。そのため、実験 2 と比較して頻

繁に視点が変化していることが明らかとなった。

それは、避難行動をする以外に「3 番目の通りを

左折」する指示が加えられ、通りの存在を確認す

る行為をしたためだと考察できる。また、実験時

間が長くなったことから、歩行中の探索時間が加

味されたと考えられる。これは、方向指示を含め

ることで、通りの存在を確認する行為が発生し、

小さな視野移動が頻繁に見られ、視点を変化させ

ていることが確認できた。また、方向指示を含め

ない場合と比較して実験時間は長くなったが、慎

重な経路選択につながった。さらに、歩行経路の

選択肢が限定され、避難時に経路を選択する迷い

を軽減する効果が検証された。 
 実験 5 の結果を図 32～38 に示す。印刷物によ

る経路表示情報を付与した場合、景色を見る視野

移動は少ないことがわかる。印刷物による避難経

路の情報付与は視野を固定し、空間情報を収集す

る水準が下がることが推察される。 
 このように避難誘導情報に具体的な方向指示を

加えるかどうか、また具体的な方向指示をどのよ

うに行うかによって、避難行動が異なることが明

らかになった。 
 

 
図-4 実験 1-1 結果 

 

 

図-5 実験 1-2 結果 
 

 

図-6 実験 1-3 結果 
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図-7 実験 1-4 結果 

 
図-8 実験 1-5 結果 

 

図-9 実験 1-6 結果 

 

図-10 実験 1-7 結果 

 
図-11 実験 2-1 結果 

 

図-12 実験 2-2 結果 

 
図-13 実験 2-3 結果 

 
図-14 実験 2-4 結果 

 

図-15 実験 2-5 結果 

 
図-16 実験 2-6 結果 
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図-17 実験 2-7 結果 

 
図-18 実験 3-1 結果 

 
図-19 実験 3-2 結果 

 
図-20 実験 3-3 結果 

 
図-21 実験 3-4 結果 

 
図-22 実験 3-5 結果 

 

図-23 実験 3-6 結果 

 
図-24 実験 3-7 結果 

 
図-25 実験 4-1 結果 

 

図-26 実験 4-2 結果 
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図-27 実験 4-3 結果 

 
図-28 実験 4-4 結果 

 
図-29 実験 4-5 結果 

 
図-30 実験 4-6 結果 

 
図-31 実験 4-7 結果 

 

図-32 実験 5-1 結果 

 
図-33 実験 5-2 結果 

 
図-34 実験 5-3 結果 

 

図-35 実験 5-4 結果 

 
図-36 実験 5-5 結果 
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図-37 実験 5-6 結果 

 
図-38 実験 5-7 結果 

 
4.まとめ 

避難所周辺地区における避難行動実験により、

以下の三点が把握された。 
 
・方向指示を含まない場合、歩行経路は一定で

なく、交差点に差し掛かり経路を選択する時、大

きな視野移動が見られ、視点を変化させているこ

とが確認された。 
・ 方向指示を含む場合、歩行経路の限定につな

がるが、指定された方向指示を探す行為が発生す

る。つまり、通りの存在を確認する行為が付加さ

れ、避難方向に指示を含まない場合と比較して、

小さな視野移動が頻繁に見られ、視点を変化させ

ていることが確認された。 
・方向指示情報を伝達する方法によって避難行

動が異なることが確認された。 
 
このように、防災行政無線放送の方向指示情報

に具体的な方向指示を含めることで、通りの存在

を確認する行為が発生し、方向指示を含めない場

合と比較して多少実験時間は長くなったが、慎重

な経路選択につながった。さらに、歩行経路の選

択肢が限定され、避難時に経路を選択する迷いを

軽減したことも考えられた。具体的な方向指示情

報を伝達する方法によって避難行動も異なる。 
以上の知見から、防災行政無線の放送内容に、

地域の特徴に応じた方向指示情報を入れるなど、

避難方向指示情報を入れた効果的な情報伝達方法

を検討するべきである。 
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